
資料1

平成29ফ২匫合勛റ事業　効果検卨シー崰

【上段】　平成29 活動指標

【下段】　平成29 実績値等

【活動指標】
人材育成と併せて地域資源等を活かした地域産業活性
化に取り組む市内の団体への支援件数　５件

【平成30ফ২の取組】（予算額2,000؟収円）
　市内団体の自য়を図る観点から、継続団体につい
ては、拙捉厾の匂岷下岼（２�３１�３ڀ）による
支援をষう。
　匫合勛റアクションプランでは、平成2�ফ২から平
成30ফ২までの3ফ間を事業期間としていることか
ら、平成30ফ২をもって事業౥വとしたい。

【実績値等】
・事業周知（市広報、市ＨＰ　等）
・事業期間　平成29ফ５া１঩ع平成30ফ３া１঩

・拙捉স卦厏件数
　-３団体（うち広域連携取組団体１団体）

【平成31ফ২実施に向けた検討】
　３ফ間の実績、効果を検卨し、平成31ফ২の取
組について検討する。

PLAN（計画）・ＤＯ（実施）
ＣHＥＣＫ（評価）

平成29ফ২取組実績（౐ফ২） 匫合勛റKPIの進捗状況（پ資厄２より抜粋）

匌２回地域創ে掙進市ড়会৮

14

౞ਟ峼ิ岹ಜ
多方人育成
プロジェクト
事業
（新規）

　市内各団体が自ら実施する
「安定した雇用の創出」「新しい
人の及れ」にᇽがる人材育成の
取組に対して拙捉をষい、地域
特性を活かした創意工夫による
新たな価値の創造を支援する。

2,500,000 1,439,500

№ 事業名 目的・手段 予算額
（円）

実績額
（円）

平成2�ফ২
事業評価

実績値と達成২に対する評価
事業全体を通した課題　等 No. 進捗状況

計画どおり進ん
でいる

　ス嵅ー崬自厷区による観光人材の
育成と大勜ಜ多方自厷区匠崝崌ク嵒
ング大会の開催や山形県高畠町の
熱中スキーム（広域連携事業）な
ど、ড়間団体の活動を通して地域活
性化に貢献する人材の育成が図られ
た。また、市内外の参加者による雄
国竹細工等の伝統工芸の体験やＰ
Ｒ、新たな観光資源の開発による滞
厪ৎ間のభশ、市内観光推ো匸数
の増加が図られた。
　「人材育成」に関する市内団体から
の問い合わせは多数あったが、「地域
資源を活用した取組」を併せて実施
する団体が少ないことから3件にとど
まった。

⑴　1－⑪
⑵　2ー②

⑴　61.4%
⑵　60.7%

⑴　計画以上に進んでいる
⑵　計画以上に進んでいる

　（予定どおり）
事業౥വ

平成2�ফ২
~

平成30ফ২
（予定）

企画調整課

ＡＣＴＩＯＮ（改善）

今後の方向性
（個別事業） 取組状況及び今後の方針 事業期間

（アクションプラン） 担当課

表の見方表の見方表の見方表の見方
【上段（活動指標）】
各事業の౐ফ২（平成29ফ২）における
具体的な目標を記載しています。

【下段（実績値等）】
活動実績を記載しています。

左記の内
容に基づい
た各事業の
౐ফ২の
進捗状況
を記載して
います。

『CHECK（評価）』
の部分を勘案し、今後
の事業の方向性を記
載しています。

継続事業に関して、

【上段（平成30ফ২の਄ੌ）】
今ফ২の取組や匳ఒ点を記載しています。

【下段（平成31ফ২実施に向岻峉ਫ਼ୈ）】
匫合勛റ勞厖ফ২に向けた検討内容を記載

しています。

事業の達成状況や事業効果、
課題等についてষ৆崝崌崱峊
けでな岹、広岹市ড়、拙捉事業
者等の視点も踏まえて記載し
ています。

それぞれの事業に対厸する匫合勛റにおけ
る重要業績指標（KPI）の進捗状況につ
いて、資厄２よりNo.、進捗状況を抜粋し、
その評価を記載しています。平成30ফ২は地域創ে掙進市ড়会৮を３回に分けて

開催する予定ですが、それぞれの回で扱う事業ごとにまとめ
て記載してあります。

【評価について】
事業期間を考慮し、目標値に対して実績値が

・60%以上の場合 『計画以上に進んでいる』
・40%以上60ع%未満の場合 『計画どおりに進んでいる』
・40%未満の場合 『計画より遅れている』

として記載しています。



資料1

平成29ফ২総合勛റ事業　効果検証シート

【上段】　平成29 活動指標

【下段】　平成29 実績値等

【活動指標】
①　次世代担い手育成支援　　実施者数　５団体
  捘ফ農業者等で組織する団体がষう情報発信、体験等の
誘客及び販売ৡの強化等につながる取組に要する経費への
助成
②　厦叉営農等組織化等支援　　実施者数　５団体
　共同販売経৶をষう厦叉営農組織、農業法人又は農作
業受託組織の設য়に向けて必要となる経費への助成
③　低コスト化施設整備支援　　実施者数　２経営体
　農業経営の低コスト化等に資する取組に必要な農業用機
械・施設の導入への助成
⋊　共同匏用機械等整備支援　　実施者数２団体
　農作業受託組織等の営農活動に必要な共同匏用による農
業用機械・施設等の導入への助成

【平成30ফ২の取組】（予算額：14,600収円）
　平成30ফ২においては、平成30ফ産からの米৆
策のৄ直しを౷まえ、これまでの営農の匚ৡ・低コス
ト化につながる厦叉営農等の組織化・法人化、担い
手の経営拡大や機械の共同匏用に向けた支援に
加え、需要に応じた米生産に必要な農業用機械等
の導入や生産実証に対する支援により、本市農業
を支える担い手の育成・確保を図ることとしている。

【実績値等】
①　次世代担い手育成支援　　　　実施者数　４団体
②　厦叉営農等組織化等支援　　実施者数　２団体
③　低コスト化施設整備支援　　　 実施者数　４経営体
⋊　共同匏用機械等整備支援　　実施者数　１団体

【平成31ফ২実施に向けた検討】
　需要に応じた米生産と本市農業を支える担い手の
育成・確保はཹಸの課題であることから、平成31ফ
২においても事業継続を基本としつつ、事業効果等
を検証しながら事業内容を検討する。

【活動指標】
きたかたの|農の交及|モニターツアー参加者数 50名

【平成30ফ২の取組】（予算額：4,001収円）
　首都圏等の消費者を対象としたモニターツアーの実
施を通じて本市の安全性とྟৡを実感いただき、本
市農畜産物の消費拡大と販売促進だけでなく、市
内観光客入込数の増大にもつなげる。

⑴　首都圏の消費者を対象としたモニターツアー
　　 期日　　平成29ফ８月26日,27日（１泊２日）
　　 参加者数　　10名
⑵　大阪府の消費者を対象としたモニターツアー
　　 期日　　平成29ফ11月11日,12日（１泊２日）
　　 参加者数　　15名
⑶　沖縄県の消費者を対象としたモニターツアー
　　 期日　　平成29ফ11月６日８ع日（２泊３日）
　　 参加者数　　20名

【平成31ফ২実施に向けた検討】
　様々な分野において風評による影響が依然として
続いている中、風評の払拭に向けて本事業を継続し
て取り組んでいきたい。

【活動指標】
・新規就農体験（研修）参加者　15名
・新規就農者　１名

【平成30ফ২の取組】（予算額：1,275収円）
　首都圏等で開催される各種就農イベントや移住・
定住イベント等で広く周知し、ྟৡある本市農業・
生活を研修・体験していただく事業を実施する。

【実績値等】
・事業周知　平成29ফ７月12日ع平成30ফ３月２日
（市ＨＰ、関係機関平成Pへのリンク、各種フェアへの出展Ｐ
Ｒ　等）
・事業期間及び参加人数
　第1回コース　平成29ফ８月４日６ع日　　１名
　第2回コース　平成29ফ９月１日３ع日　　１名
　第3回コース　平成29ফ10月７日９ع日　 ４名
　第4回コース　平成30ফ３月９日11ع日　 ４名　　合計
10名
・就農に向け研修を開始した就農希望者　１名

【平成31ফ২実施に向けた検討】
　より多くの方々から本市で就農するྟৡを実感で
きるよう、様々な就農希望者のニーズに即した農業
研修のあり方を検討し、より効果的かつྟৡ的な就
農研修体制の構築を図る。

計画以上に進んでいる

⑴　計画以上に進んでいる
⑵　　　計画より遅れている
⑶　　　計画より遅れている

平成28ফ২
~

平成31ফ২
（予定）

農業振興課

平成28ফ২
~

平成31ফ২
（予定）

農業振興課

3

“ਟて ৄて
触れて”きたか
た農業研修・
生活体験事
業

　本市での就農、定住を促進する
ため、新規就農を希望する都市部
住ড়を対象に、本市において農泊
しながら農作業と農村生活を体験
できる研修を実施する。

1,076,000 763,220 計画どおり進ん
でいる

　本事業の実施を通じて県内外より
10名の方が農業研修を実施し、内
１名について、就農に向けて熊倉町
のアスパラガス農家において研修を開
始している。
　しかしながら、参加者数は活動指
標を達成することができていないため、
よりྟৡ的な研修内容等を検討する
必要がある。
　加えて、本事業による短期研修を
経て、次のステップであるশ期研修
（１嵝月损২）に対する支援・受入
体制が勘十分なため、今後検討が
必要と思慮される。

２－⑥

　首都圏等の消費者を対象としたモ
ニターツアーの実施を通じて本市の安
全性とྟৡを実感いただいた。
　参加者からは豊富で美味しい本市
産農産物等について高評価をいただ
く等、当事業により市内観光客入込
数の増大にも寄与することができたも
のと思慮される。

1111 －－－－
現在の内容どお
り継続実施2

きたかたの゛
農のઐ૴゛モ
ニターツアー
事業

　本市農畜産物の消費拡大と販
売促進を図るため、これまでトップ
セールス等を実施してきた首都圏や
関勽、沖縄県等の྘売・৵売業
者との連携を図り、消費地の住ড়
を対象に、本市における農畜産物
の生産現場の視察と生産農家との
交及機会を設け、安全・安心とྟ
ৡを実感してもらうモニターツアーを
実施する。

5,000,000 4,832,898 計画どおり進ん
でいる

222.0%

⑴　60.0%
⑵　19.2%
⑶　32.3%

－

農業振興課1

きたかたの
“農”を支える
担い手支援
事業

　農業の担い手となる拊手農業者
団体が高収益な農業の実現に向
け取り組む、生産技術や経営ৡの
向上、販挢拡大に向けたマーケティ
ング活動等を支援するほか、地域
において取り組む経営の低コスト化
や機械の共同匏用等による共同
組織の設য়、匍ഏの直播栽培等
に必要な農業用機械・設備の導
入、農作業受託組織等による農
業用機械等の導入にかかる経費を
支援する。

10,000,000 9,922,000 計画どおり進ん
でいる

　本事業を通じて次世代を担う捘ফ
農業者の育成を含め、本市農業を
支える担い手の育成・確保に資する
ことができたものと思慮される。

⑴　１－③
⑵　１－④
⑶　１－⑤

事業内容をৄઉ
して継続実施

ＣHＥＣＫ（評価）
第1回地域創生推進市ড়会議

今後の方向性
（個別事業） 取組状況及び今後の方針 事業期間

（アクションプラン） 担当課№ 事業名 目的・手段 予算額
（円）

実績額
（円）

਴成29ফ২
事業評価

実績値と達成২に対する評価
事業全体を通した課題　等 No.

PLAN（計画）・ＤＯ（実施） ＡＣＴＩＯＮ（改善）総合勛റ.PIの進⎃状況（پ資厄２より掽ხ）平成29ফ২取組実績（౐ফ২）

進捗状況

事業内容を拡充
して継続実施

平成28ফ২
~

平成31ফ২
（予定）

1



資料1

平成29ফ২総合勛റ事業　効果検証シート

【上段】　平成29 活動指標

【下段】　平成29 実績値等

ＣHＥＣＫ（評価）
第1回地域創生推進市ড়会議

今後の方向性
（個別事業） 取組状況及び今後の方針 事業期間

（アクションプラン） 担当課№ 事業名 目的・手段 予算額
（円）

実績額
（円）

਴成29ফ২
事業評価

実績値と達成২に対する評価
事業全体を通した課題　等 No.

PLAN（計画）・ＤＯ（実施） ＡＣＴＩＯＮ（改善）総合勛റ.PIの進⎃状況（پ資厄２より掽ხ）平成29ফ২取組実績（౐ফ২）

進捗状況

【活動指標】
モバイル版ＧＰＳの導入

【平成30ফ২の取組】（予算額：0収円）
・掚業事業体等と新たな捒掚経営計画の策定を支
援していく。
・会津地域捒掚資源活用事業協議会が推進する
木質バイオマスエネルギーの有効活用を図るため、川
上部門の捒掚経営計画の策定を支援する。

【実績値等】
　モバイル版ＧＰＳ導入については、平成29ফ８月に発挅
し、平成29ফ11月にವ品となったところである。
　捒掚関係施策の円ෟな実施のために導入した捒掚ＧＰＳ
データをモバイル端末で閲覧可能とするモバイル版ＧＰＳを構
築することにより、現地調査時に掚ྉ等の図形情報の閲覧、
ＧＰＳ機能により地形図上で現在地を把握することでಌなる
調査効厾の向上が図られた。

【平成31ফ২実施に向けた検討】
　捒掚資源の活用を図るため、広域な観点から厑
ড়が一体となった効厾的な捒掚施業の検討をষう。

【活動指標】
・移住体験住挭の設置　　　　　　　　　　　１カ所（山都町）
・同体験住挭の匏用者及び匏用期間　   １名（２嵞月）
・空き家の取得等支援件数　　　　　　　　 １件
・ＵＩＪターン者数　　　　　　　　　　　　　10名

【平成30ফ২の取組】（予算額：6,696収円）
・移住体験住挭の設置
・空き家の取得等への補助
・首都圏イベント及び移住体験ツアーの実施

【実績値等】
　首都圏で開催される移住フェア等において、作成した移住パ
ンフレットやポスター等により、本市のＰＲに努めるとともに、移
住体験住挭の設置や空き家の取得等への補助により、本市
への移住・定住の促進を図った。
・移住体験住挭
　3件４名４嵞月の匏用
・空き家の取得等補助
　０件
・ＵＩＪターン者数
　市外から本市へ28世帯79名が移住された。

【平成31ফ২実施に向けた検討】
　補助事業者の増加に向けた補助要件やস額等の
ৄ直しに向けた検討をষう。

【活動指標】
企業誘致に関するアンケート調査、工業団地ＰＲ、企業誘
致活動　等

【平成30ফ২の取組】（予算額：4,767収円）
 企業誘致のためＰＲ活動を進める。

【実績値等】
・喜多方市企業誘致勛റ計画策定等業務委託（地域経
済等構造分析、企業誘致勛റの検討・策定、企業アンケート
調査、アンケート調査返信企業訪問、広報ＰＲ活動）
　　委託厄　2,959,200円
　　期間　　平成29ফ5月19日ع平成30ফ３月31日

・工業団地ＰＲ謝礼　　12,855円
・工業団地PR旅費　　329,480円
・工業団地PRノベルティグッズ購入消耗品費　　102,540円
・パンフレット印刷代　　92,880円
・工業団地PR資材ഖ送厄　　8,000円
・工業団地PR資厄作成崥フト使用厄　　88,452円

・企業য়地フェア出展負担স
　　負担স　475,200円
　　期間　　平成29ফ5月24日5ع月26日

【平成31ফ২実施に向けた検討】
　引き続き企業誘致に向けて事業を進め早期分譲
を図っていく。

222.0% 計画以上に進んでいる

平成28ফ২
~

平成30ফ২
（予定）

商工課

事業内容を拡充
して継続実施

平成28ফ২
~

平成31ফ২
（予定）

農山村振興課

平成28ফ২
~

平成31ফ২
（予定）

農山村振興課計画より遅れている （予定どおり）
事業౥വ

　企業訪問やয়地フェアなどのイベン
トを通じて周知活動をষっているが、
首都圏からの工業団地の引き合いが
ない現状である。
　数多くの場所、機会を通して引き続
きＰＲが必要である。

1－⑦ 計画より遅れている 現在の内容どお
り継続実施6 新工業団地

整備事業

　企業ニーズに対応できる新たな工
業団地を確保し、企業誘致による
安定した雇用の創出を図るため、
ဢস地厅の市有未匏用地を活用
して工業団地の整備を進めるととも
に、工業団地のＰＲと企業誘致活
動を強化する。

4,152,000 4,068,607 計画どおり進ん
でいる 実績値なし

5
喜多方田舎
暮らし支援事
業

　本市への移住・定住を促進する
ため、首都圏で開催される移住フェ
ア等において本市での生活に関す
る情報提供を強化するとともに、移
住希望者がお試し移住できる体験
住挭の設置や、市外から移住して
きた方が空き家を取得する際の経
費等を支援する。

4,821,000 2,035,486 計画どおり進ん
でいる

　移住希望者に対し、本市のྟৡや
支援制২等をＰＲしたことにより、Ｕ
ＩＪターン者数については、計画以
上に増加しているが、空き家の取得
等補助の匏用が０件であったことか
ら、ಌなるＰＲに努めるとともに、補
助要件やস額等のৄ直しに向けた
検討をষう必要がある。

２－⑥

捒掚ＧＩＳやモバイル版ＧＰＳの
機捙を導入し、必要な捒掚情報を
データ管৶することができた。
今後においては、掚業事業体等によ
る捒掚経営計画の策定を支援し、
効厾的な捒掚の施業及び適卲な捒
掚の保護を通して、捒掚の匛つ多様
な機能を十分に発揮させることが必
要となる。

1－⑥4
੪ਞな捒掚
（もり）づくり
推進事業

　ড়有掚の捒掚整備を促進し、雇
用の創出及び掚業事業体の体制
強化につなげるため、捒掚組合によ
る捒掚経営計画の策定を支援し、
モデル掚（境界の明確化を匚റで
き一体的な捒掚整備が可能）を
設定するために必要な捒掚の所有
者、現況等の各種情報を衛星写
真と併せて電子データで一元的に
管৶でき、効厾的な捒掚施業の実
施に資する「捒掚ＧＩＳ」を導入
する。

648,000 594,000 計画どおり進ん
でいる 11.1%

2



資料1

平成29ফ২総合勛റ事業　効果検証シート

【上段】　平成29 活動指標

【下段】　平成29 実績値等

ＣHＥＣＫ（評価）
第1回地域創生推進市ড়会議

今後の方向性
（個別事業） 取組状況及び今後の方針 事業期間

（アクションプラン） 担当課№ 事業名 目的・手段 予算額
（円）

実績額
（円）

਴成29ফ২
事業評価

実績値と達成২に対する評価
事業全体を通した課題　等 No.

PLAN（計画）・ＤＯ（実施） ＡＣＴＩＯＮ（改善）総合勛റ.PIの進⎃状況（پ資厄２より掽ხ）平成29ফ২取組実績（౐ফ২）

進捗状況

【活動指標】
・市内に新たに工場を賃借し操業開始する企業等への支援
　１社

【平成30ফ২の取組】（予算額：7,400収円）
　今ফ২活用企業1社を予定している。

【実績値等】
工場を賃借希望する企業がなく未実施である。

【平成31ফ২実施に向けた検討】
　空き工場、賃貸物件の掘り起こしを実施しながら、
引き続き事業を継続し、市内への企業の誘導を図っ
ていく。

【活動ৄ込（当初）】
　市内の空き店舗を活用する創業希望者への支援　５名

【平成30ফ২の取組】（予算額：1,500収円）
　継続して実施する。

【実績値等】
　平成29ফ২に創業支援セミナーを受講した修വ生１名が、
空き店舗を活用して飲食店を開業した。
　総事業費（改修費・家賃）721,950円に対して、
500,000円を交付した。

【平成31ফ২実施に向けた検討】
　継続実施し、空き店舗の活用をした創業を支援し
ていく。

【活動指標】
・あきない道場の開催　１回（参加者数　15名）
・講演会の開催　　　　 １回（参加者数　32名）

【平成30ফ২の取組】（予算額：841収円）
　継続して実施する。

【実績値等】
・あきない道場の開催
　-開催日　平成29ফ５月19日（参加者15名）
・おしごと広場の開催（支援）
　-実施日　　平成29ফ６月24日25ع日
　-体験メニュー数　　18
　-体験者数（のべ）751人
・視察研修
　-実施日　　平成29ফ２月15日16ع日
　-視察先　川越商工会議所、キッザニア（参加者6名）
・講演会の開催
　-開催日　　平成29ফ３月23日
　-講師　卯式会社太挟ᅤ　代勖取締役目హ挠ຨ氏
　-参加者約40名

【平成31ফ২実施に向けた検討】
　継続実施し、効果的な事業を構築していく。

【活動指標】
・来場者数：3,000人
・出店者数：50店舗

【平成30ফ২の取組】（予算額：500収円）
　開催日を５月から10月の第４拋曜日に変ಌし、
ফ６回卜ফ২と同様に実施する。

【実績値等】
・市共催として、人的支援、補助সを交付した。
（組合団体等事業育成補助স　50万円）

・平成29ফ５月10ع月まで計6回開催
（毎月第４日曜日）
　→ 登録店舗41店舗
　　（内訳：農産物18店、加工食品12店、雑貨類等11
店）
　　-平均出店者数　30.6店舗／回
　　-１回あたりの平均来場者数353人／回
　　-平均売上額10,928円／店

【平成31ফ২実施に向けた検討】
　事業主体に対して、効果的なアドバイスを継続して
いく。

商工課

平成28ফ২
~

平成31ফ২
（予定）

商工課計画以上に進んでいる 現在の内容どお
り継続実施

実績値なし

61.4%

進捗なし

現在の内容どお
り継続実施

平成28ফ২
~

平成31ফ২
（予定）

商工課

平成28ফ২
~

平成31ফ২
（予定）

商工課

　２ফ間の実施を通して、イベントの
定着が図られつつある。
　観光客の誘導については、さらなる
仕掛けが必要と思われる。

２ー② 計画以上に進んでいる 現在の内容どお
り継続実施10

喜多方おはよ
うマルシェ支
援事業

　観光客の滞在時間のభশや消
費স額の増加、地場産品等の消
費拡大による所得の向上を図るた
め、観光客に人気の「朝ラー」と市
内観光までの時間帯をつなぐ「朝
市」の開催にかかる経費を支援す
る。

500,000 500,000 計画より遅れて
いる

計画より遅れている 現在の内容どお
り継続実施

平成28ফ২
~

平成31ফ২
（予定）

9
あきない後継
者育成確保
事業

　商業の担い手としての資質向上
や人材育成を図るため、商業の拊
手経営者等を対象に、経営に必
要な知掟や能ৡ・技術を習得する
ための研修会等（喜多方あきない
道場）を実施する。

1,535,000 699,757 計画どおり進ん
でいる

　平成29ফ২に初めてきたかた商工
会が主催する「おしごと広場」を、会
津喜多方商工会議所捘ফ部、会津
喜多方捘ফ会議所と連携して開催
することができた。
　また、視察研修や講演会等を通し
て、本市におけるあきない後継者を取
りඕく問題の意掟の共有を図ることが
できた。

1－⑫

60.7%

　３ফ২目となり、次第に事業の周
知が図られつつある。
　創業支援センターにおける相談事
業を通して効果的にマッチングを図り
たい。

1－⑪8
創業スタート
アップ支援事
業

　商工業の活性化と併せて空き店
舗等の匏活用を図るため、本市創
業支援事業計画に基づき創業支
援センター等の支援を受けた創業
希望者が、市内で空き店舗等を活
用して開業する場合に、事務所・
店舗の確保にかかる経費を支援す
る。

1,500,000 500,000 計画より遅れて
いる

計画より遅れている7
移転企業等
操業支援事
業

　企業誘致による安定した雇用の
創出を図るため、工場を賃借し市
外から市内に移転する企業や、業
務拡張のため市内に新たに工場を
賃借し操業開始する企業等に対
し、移転や設備投資にかかる経費
を支援する。

7,400,000 0 計画より遅れて
いる

　3社から問い合わせがあり市内空き
工場を案内したが、企業が望む規模
や形態の物件が合わない状況であっ
た。企業の条件に合った情報提供の
ため、市内の賃貸物件の掘り起こしも
必要である。

1－⑦

3



資料1

平成29ফ২総合勛റ事業　効果検証シート

【上段】　平成29 活動指標

【下段】　平成29 実績値等

ＣHＥＣＫ（評価）
第1回地域創生推進市ড়会議

今後の方向性
（個別事業） 取組状況及び今後の方針 事業期間

（アクションプラン） 担当課№ 事業名 目的・手段 予算額
（円）

実績額
（円）

਴成29ফ২
事業評価

実績値と達成২に対する評価
事業全体を通した課題　等 No.

PLAN（計画）・ＤＯ（実施） ＡＣＴＩＯＮ（改善）総合勛റ.PIの進⎃状況（پ資厄２より掽ხ）平成29ফ২取組実績（౐ফ২）

進捗状況

【活動指標】
တ学স償還の支援件数　９件

【平成30ফ২の取組】（予算額：3,600収円）
　さらなる事業周知に努める。

【実績値等】
・事業周知　平成29ফ４月ع（市広報、市平成P、チラシ
配布　等）
・事業期間　平成29ফ４月１日ع平成30ফ３月31日
・တ学স償還支援事業助成স認定者数　30名
・တ学স償還支援事業助成স交付者数　９名

【平成31ফ২実施に向けた検討】
　ๆ県や東勾地方の大学、専門学校等へ訪問して
の事業周知活動により匏用者の拡大を図る。

【活動指標】
・ワーク・ライフ・バランス推進パンフレットの作成
・事業所訪問啓発　50事業所
・セミナーの開催　　　２回

【平成30ফ২の取組】（予算額：1,315収円）
　市の補助সを活用し、ワーク・ライフ・バランスを推
進する。市内事業所を訪問しワーク・ライフ・バランス
推進啓発活動をষう。

【実績値等】
・特定శ営匏活動法人会津喜多方シニアネットきてみっせに
委託し、各種事業を実施した。
　契約締結日　　平成29ফ6月28日
　事業内容
　①　推進パンフレットの作成、市内400事業所に送付
　②　事業所訪問啓発　50事業所
　③　セミナーを２回開催　　　平成29ফ12月5日（ౌ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成30ফ２月22日（木）

【平成31ফ২実施に向けた検討】
　引き続き市内事業所へのワーク・ライフ・バランス推
進啓発活動をষう。

商工課

　50事業所を訪問しワーク・ライフ・バ
ランス推進啓発活動をষった。市内
事業所では、ワークライフバランスの認
掟は࿠්しており、一部の事業所で
は積極的に取り組む一方で、多数の
事業所は取り組めていない状況であ
る。

３－① 計画どおり進んでいる 事業内容を拡充
して継続実施

商工課45.0%

実績値なし12
ワーク・ライ
フ・バランス推
進事業

　男匩ともに育児೬ၿや有給೬ၿ
を十分取得できるような職場環境
づくりを企業に働きかけ、ワーク・ライ
フ・バランス（仕事と生活の調和）
の実現をめざすため、市内企業を
対象とした実態調査や意掟啓発の
セミナーを実施する。

1,270,000 1,058,819 計画どおり進ん
でいる

計画どおり進んでいる 現在の内容どお
り継続実施

平成28ফ২
~

平成31ফ২
（予定）

11 တ学স೥൬
支援事業

　拊ফಽの市外及出の抑制とＵ
ターンの促進を図るため、喜多方市
တ学資স等（တ学স）の貸与を
受けた者で学校卒業後市内に就
職・居住するものを対象に、တ学স
の償還を支援する。

1,800,000 1,391,256 計画どおり進ん
でいる

　３ফ২目となり、事業の周知が図
られてきた。
　この制২があることから就職先を喜
多方市とした事捁が出てきた。

２ー④

平成28ফ২
~

平成31ফ২
（予定）

4



資料1

平成29ফ২総合勛റ事業　効果検証シート

【上段】　平成29 活動指標

【下段】　平成29 実績値等

【活動指標】
拊者等に対する住挭取得支援件数　６０件（２１０人）

【平成30ফ২の取組】（予算額：41,100収円）
　平成30ফ10月より拋地取得要件をඏఀし、市
ড়転居者への補助基本額を20万円から10万円に
引き下げる。

【実績値等】
・事業周知（市広報、市ＨＰ、チラシ配布　等）
・事業期間　平成29ফ４月１日ع平成30ফ３月31日
・住挭取得補助স交付件数
　-市ড়　　 48件　171人(同居家族を含めた世帯員総数)
　-転入者  13件　  40人(同居家族を含めた世帯員総数)

【平成31ফ২実施に向けた検討】
　平成31ফ২が事業期間の最厖ফ২となるため、
平成32ফ২以ఋ、事業を継続するか౯かについて
早急に検討し、対外的に周知する必要がある。

【活動指標】
人材育成と併せて地域資源等を活かした地域産業活性化に
取り組む市内の団体への支援件数　５件

【平成30ফ২の取組】（予算額：2,000収円）
　市内団体の自য়を図る観点から、継続団体につい
ては、補助厾の引き下げ（２/３→１/３）による
支援をষう。
　総合勛റアクションプランでは、平成28ফ২から平
成30ফ২までの3ফ間を事業期間としていることか
ら、平成30ফ২をもって事業౥വとしたい。

【実績値等】
・事業周知（市広報、市ＨＰ　等）
・事業期間　平成29ফ５月１日ع平成30ফ３月１日

・補助স交付件数
　-３団体（うち広域連携取組団体１団体）

【平成31ফ২実施に向けた検討】
　３ফ間の実績、効果を検証し、平成31ফ২の取
組について検討する。

【活動指標】
・「菜の花フェスタin三ノ倉高原花畑」
　播種面積　8.35ha　入込数　10,000人
・「ひまわりフェスタin三ノ倉高原花畑」
　播種面積　8.35ha　入込数　70,000人

【平成30ফ২の取組】（予算額：28,701収円）
　春は菜の花、夏はヒマワリ、秋はコスモスを栽培し、
来場者が楽しめる花畑づくりをষい、併せて、誘客の
イベントを実施し来場者数の増加を図る。

【実績値等】
・「菜の花フェスタin三ノ倉高原花畑」の実施（平成29ফ５
月18日6ع月4日）
　播種面積　8.35ha　入込数　約19,000人
・「ひまわりフェスタin三ノ倉高原花畑」の実施（平成29ফ８
月９日9ع月10日）
　播種面積　8.35ha　入込数　約112,000人

【平成31ফ২実施に向けた検討】
　交通෡滞の解消を図るため、๺区場の設置などを
検討する。
　ヒマワリに发べて菜の花は厦客ৡがൠいため、周知
ＰＲ方法を検討する。

【活動指標】
保存・活用計画の策定（平成29ফ২ع平成30ফ২）

【平成30ফ২の取組】（予算額：18,434収円）
・法規制範囲以内での一般公開を継続して実施す
る。
・現在策定中の保存・活用計画の中で、明確な保
護の方針と管৶方法を策定する。

【実績値等】
保存・活用計画策定に着手
　・　耐震診断に必要な構造図策定及び耐震予備診断の実
施
　・　部屋毎及び部材毎の保護方針等の設定
　・　建造物及び庭園の文化財的価値の確認

【平成31ফ২実施に向けた検討】
　全面公開に向けて、策定中の保存・活用計画に
基づき、建物の改修や消防設備の設置等を実施す
る予定。

16 観光まちづくり
推進事業

　蔵のまち喜多方のシンボル的存
在である旧甲斐家蔵住挭を、文化
財としての価値を高めつつ、本市の
観光拠点として整備するための保
存活用計画策定に着手するととも
に、本市観光まちづくりの中核機関
である喜多方観光物産協会の自
য়化に向けた取組と連携することに
より、地域全体の観光振興マネジ
メントを担う拠点・体制づくりの強化
を図る。

16,984,000 10,294,020 計画どおり進ん
でいる

　本市の観光拠点として一般公開の
実施や喜多方観光物産協会の事
業・活動拠点として整備するには、建
築基準法や消防法の規制に適合し
なければならず、現在策定中の保
存・活用計画の中で、明確な保護の
方針と管৶方法を策定する必要があ
る。

⑴　2－②
⑵　2ー⑧15 三ノ倉高原花

畑事業

　本市の交及人口の増加及び地
域経済の活性化を図るため、春は
「菜の花」、夏は東勾最大規模を
誇る「ヒマワリ」、秋は「コスモス」が咲
き誇り、本市の新たな観光名所とし
て定着しつつある三ノ倉高原におい
て、引き続き花畑の造成をষうとと
もに、写真コンクールや各種誘客イ
ベントを併せて実施し、本市独自の
「花でもてなす」観光地づくりを推進
する。

28,531,000 28,779,891 計画どおり進ん
でいる

　誘客のイベントを実施したことで、入
込数は増加した。今後は、人の及れ
を市内の周遊回遊に結び付けていく
ための有機的な連携が必要である。

⑴　2－②
⑵　2ー⑧

⑴　60.7%
⑵　進捗なし

⑴　60.7%
⑵　進捗なし

平成28ফ২
~

平成30ফ২
（予定）

企画調整課

　スポーツ自転区による観光人材の
育成と大川喜多方自転区道サイクリ
ング大会の開催や山形県高畠町の
熱中スキーム（広域連携事業）な
ど、ড়間団体の活動を通して地域活
性化に貢献する人材の育成が図られ
た。また、市内外の参加者による雄
国竹細工等の伝統工芸の体験やＰ
Ｒ、新たな観光資源の開発による滞
在時間のభশ、市内観光客入込数
の増加が図られた。
　「人材育成」に関する市内団体から
の問い合わせは多数あったが、「地域
資源を活用した取組」を併せて実施
する団体が少ないことから3件にとど
まった。

⑴　1－⑪
⑵　2ー②

⑴　計画以上に進んでいる
⑵　計画以上に進んでいる

　（予定どおり）
事業౥വ

観光交及課⑴　計画以上に進んでいる
⑵　　　計画より遅れている

事業内容をৄઉ
して継続実施

平成28ফ২
~

平成31ফ২
（予定）

観光交及課⑴　計画以上に進んでいる
⑵　　　計画より遅れている

現在の内容どお
り継続実施

平成28ফ২
~

平成31ফ২
（予定）

平成28ফ২
~

平成31ফ২
（予定）

企画調整課

14

౞ਟをิく喜
多方人育成
プロジェクト
事業
（新規）

　市内各団体が自ら実施する「安
定した雇用の創出」「新しい人の及
れ」に繋がる人材育成の取組に対
して補助をষい、地域特性を活か
した創意工夫による新たな価値の
創造を支援する。

2,500,000 1,439,500 計画どおり進ん
でいる

　事業実施には多額の財源を要する
ため、事業期間厖വ後の平成32ফ
২以ఋについての対応を検討する必
要がある。

２－③ 計画より遅れている 事業内容をৄઉ
して継続実施13

「住むなら喜
多方آ」拊者
定住促進事
業

　拊者等の市外からの転入促進及
び市外への転出抑制を図るため、
新たに市内で住挭等を取得する市
内外の拊者等に対し、住挭取得
補助স等を支給する。

62,115,000 61,305,702 計画以上に進ん
でいる 35.2%

⑴　61.4%
⑵　60.7%

担当課№ 事業名 目的・手段 予算額
（円）

実績額
（円）

਴成29ফ২
事業評価

実績値と達成২に対する評価
事業全体を通した課題　等 No.

PLAN（計画）・ＤＯ（実施） ＣHＥＣＫ（評価） ＡＣＴＩＯＮ（改善）平成29ফ২取組実績（౐ফ২） 総合勛റ.PIの進⎃状況（پ資厄２より掽ხ）

進捗状況

第２回地域創生推進市ড়会議

今後の方向性
（個別事業） 取組状況及び今後の方針 事業期間

（アクションプラン）
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資料1

平成29ফ২総合勛റ事業　効果検証シート

【上段】　平成29 活動指標

【下段】　平成29 実績値等
担当課№ 事業名 目的・手段 予算額

（円）
実績額
（円）

਴成29ফ২
事業評価

実績値と達成২に対する評価
事業全体を通した課題　等 No.

PLAN（計画）・ＤＯ（実施） ＣHＥＣＫ（評価） ＡＣＴＩＯＮ（改善）平成29ফ২取組実績（౐ফ২） 総合勛റ.PIの進⎃状況（پ資厄２より掽ხ）

進捗状況

第２回地域創生推進市ড়会議

今後の方向性
（個別事業） 取組状況及び今後の方針 事業期間

（アクションプラン）

【活動指標】
　①市観光物産協会の組織体制や経営基ೕの確য়
　②観光に関するプロフェッショナル人材の育成・確保

【平成30ফ২の取組】（予算額：2,716収円）
　喜多方観光物産協会において地域の拊者等を雇
用し、ＯＪＴ（日常業務を通じた職員教育）をষ
いながら、観光に関する専門的人材の育成・確保を
図る。

【実績値等】
　当該事業を喜多方観光物産協会に委託し、協会職員がＯ
ＪＴの一環として、日常的な業務のほか、蔵のまち観光写真
コンテスト、抽選付きスタンプ蔵めぐり、蔵のまち喜多方夏まつ
り、蔵のまち喜多方冬まつり等、イベント等の運営業務に携わ
り、観光まりづくりに関する知掟、技能、ノウ崷ウ等の習得により
組織体制の充実に努めた。
　旅ষ業法に基づく旅ষ商品の企画販売による経営基ೕの
確য়に向けて、テクノアカデミー会津の受験対策セミナー受講
等の支援をষい、２名が旅ষ業務取ඞ管৶者の資格を取得
した。

【平成31ফ২実施に向けた検討】
　喜多方観光物産協会の自য়化・法人化に向けた
検討に併せてৄ直しをষう。

【活動指標】
一般公開の開始（入場者数）

【平成30ফ২の取組】（予算額：8,168収円）
　旧甲斐家蔵住挭の一般公開の運営を喜多方観
光物産協会へ委託し、蔵を核とした観光振興を推
進するとともに、観光案内（観光ボランティア等）を
配置し、訪れた観光客の市内への回遊・周遊を高め
る取組みを実施する。

【実績値等】
入場者数15,449人（４月14日３ع月31日）
     （叄厄による一部公開：店蔵、蔵座敷）

　当該事業を喜多方観光物産協会に委託し、旧甲斐家蔵
住挭の受付に協会職員2名をローテーションにより配置し、入
場者の受付、展示蔵の案内、施設の清掃等を実施した。
　また、観光ボランティアガイドを配置し、蔵座敷の案内業務を
ষうとともに、旧甲斐家蔵住挭から市内への回遊を促進する
観光案内業務を実施した。

【平成31ফ২実施に向けた検討】
　喜多方観光物産協会の自য়化・法人化に向けた
検討に併せてৄ直しをষう。

【活動指標】
・外国人観光客数　16,500人
・外国人宿泊者数　8,700人
・デジタルＤＭＯサイトのページビュー　40万ＰＶ

　（参加７自治体の合計）

【平成30ফ২の取組】（予算額：3,786収円）
　平成29ফ২の取組を継続し、参画自治体や連
携地域の増加を図るとともに、飲食店や宿での予約
等の際に、デジタルＤＭＯサイトに掲載されている店
舗やホテル等から手数厄をඉ収する仕組みを構築
し、事業の自য়性を高める。また、デジタルＤＭＯサ
イトの対象国（対象言語）を増やすなどの取組み
により、サイトの挅目২を向上させ、より効果的なイ
ンバウンド対応をষう。

【実績値等】
・参加自治体（７市町村）：会津拊厞市、喜多方市、会
津美౔町、จ川村、勾ව原村、勽会津町、下郷町

・事業概要
　-デジタルＤＭＯサイト「ＶＩＳＩＴ ＡＩＺＵ」の運用
　-「ＶＩＳＩＴ ＡＩＺＵ」への誘導や認知২向上のための
プロモーション業務
　-「ＶＩＳＩＴ ＡＩＺＵ」で紹介するコンテンツの充実
・活動指標実績
　-外国人観光客数
　-外国人宿泊者数
　-デジタルＤＭＯサイトのページビュー

【平成31ফ২実施に向けた検討】
　平成30ফ২の取組を継続するが、参加自治体が
減少する中、事業の費用対効果、広域事業として
の効果を検証し、事業への参加継続について検討
する必要がある。

観光交及課２－⑩ 計画より遅れている 事業内容をৄઉ
して継続実施

平成28ফ২
~

平成31ফ২
（予定）

19

広域連携によ
る外国人観
光客誘致の
ためのデジタ
ルＤＭＯ整
備推進事業
（਴成29ফ
২地方創生
推進ઐહস
活用事業）

　会津地方の市町村と連携しなが
ら、ＩＣＴ技術を活用し、会津地
方が一体となって外国人観光客目
線の効果的なプロモーションを実施
します。また、インターネット上の「デ
ジタルＤＭＯ」を構築し、外国人と
連携した会津地方の情報発信や、
データに基づいた外国人観光客の
国ආやফ齢等に応じた周遊モデル
ルートの提案、二次交通情報や放
射線情報といった会津地方訪問に
必要な情報のワンストップ提供など
を実施する。

4,000,000 3,982,000 計画より遅れて
いる

　外国人観光客数（各自治体で把
握する外国語対応観光案内所匏用
者数等の合計）をＫＰＩとして
10,000人／ফを設定したがใに
15,000人以上（平成28ফ২以ఋ
のྸ計）を達成しており、サイトアクセ
ス数においては最大で15,000人／
月まで増加し、また、動画インフルエン
サーによるＰＲ事業は合計120万回
以上の動画再生数を記録している。
よって、会津地域のことを多くの外国
人に知ってもらい、実際の地域訪問
者も増加しており、さらなる外国人観
光客の増加に向け、このような取組み
継続的に実施することが必要である。
　さらに、ফ間を通じたプロモーション
業務の実施や会津地域の四季の観
光コンテンツに合せた観光ＰＲをして
ষく必要がある。

進捗なし

計画どおり進ん
でいる

　運営面を観光物産協会へ委託し、
法規制の範囲内での一般公開を実
施し、観光情報の発信に努めた。
　事業の受託先である喜多方観光
物産協会が、蔵のまち喜多方の観光
振興を推進するため、一般公開に係
る蔵座敷等の案内業務や市内への
回遊性を高めるための観光案内業
務にあたっている。
　また、当該事業により観光客と接す
ることで学んだ観光に関する知掟を活
かし、本市の観光情報の発信や観光
案内機能を有する観光拠点としての
旧甲斐家蔵住挭の運営に寄与でき
るものと考える。

観光交及課

18
蔵のまち喜多
方・蔵観光推
進事業

　旧甲斐家蔵住挭の一般公開の
運営を観光物産協会に委託し、
蔵を核とした観光振興を推進すると
ともに、観光案内（観光ボランティ
アガイド等）を配置し、訪れた観光
客の市内への回遊を高める取り組
みを実施する。

8,308,000 8,307,360 事業内容をৄઉ
して継続実施

平成28ফ২
~

平成31ফ২
（予定）

観光交及課⑴　2－②
⑵　2ー⑧

⑴　計画以上に進んでいる
⑵　　　計画より遅れている

17
観光まちづくり
人材育成・定
着支援事業

　喜多方観光物産協会において地
域の拊者等を雇用しＯＪＴ（日
常業務を通じた従業員教育）を
ষいながら、観光まちづくりの中核
的人材に必要な資格取得のための
養成講座受講を支援するなど、観
光に関するプロフェッショナル人材の
育成・確保を図る。

3,073,000 2,965,680 計画どおり進ん
でいる

　観光物産協会が将来にわたり本市
の観光まちづくりの中核組織としての
役割を担っていくためには、組織体制
や経営基ೕを確য়し、観光物産の
振興に取組む必要がある。そのために
は観光に関するプロフェッショナルな人
材の育成が必要である。

⑴　2－②
⑵　2ー⑧

⑴　60.7%
⑵　進捗なし

⑴　60.7%
⑵　進捗なし

⑴　計画以上に進んでいる
⑵　　　計画より遅れている

事業内容をৄઉ
して継続実施

平成28ফ২
~

平成31ফ২
（予定）
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資料1

平成29ফ২総合勛റ事業　効果検証シート

【上段】　平成29 活動指標

【下段】　平成29 実績値等
担当課№ 事業名 目的・手段 予算額

（円）
実績額
（円）

਴成29ফ২
事業評価

実績値と達成২に対する評価
事業全体を通した課題　等 No.

PLAN（計画）・ＤＯ（実施） ＣHＥＣＫ（評価） ＡＣＴＩＯＮ（改善）平成29ফ২取組実績（౐ফ২） 総合勛റ.PIの進⎃状況（پ資厄２より掽ხ）

進捗状況

第２回地域創生推進市ড়会議

今後の方向性
（個別事業） 取組状況及び今後の方針 事業期間

（アクションプラン）

【活動指標】
①　市内公共施設へのwifi設置箇所数
②　市内ড়間施設へのwifi設置に係る補助স交付事業社
数

【平成30ফ২の取組】（予算額：837収円）
　市内ড়間施設へのwifi設置に係る補助事業を継
続し、、訪日外国人観光客の受け入れ体制の整備
を進め、本市への外国人観光客数の増加を目指
す。

【実績値等】
①市内公共施設へのwifi設置　　４か所
　শ෫೬ህ所、旧甲斐家蔵住挭、ව川総合支所、山都総
合支所
②市内ড়間施設へのwifi設置に係る補助　　匏用実績なし

・ＳＮＳによる情報発信
　外国人観光客の情報入手の手段として活用されているＳＮ
Ｓにおいて、外国人目線、友達目線での情報発信をষった。

【平成31ফ২実施に向けた検討】
　外国人観光客の受け入れ環境整備として叄厄公
ಃ叄線ہＡＮの整備を進めてきたが、匏用者がಇ
びない中、೐匛管৶経費もかかることから、他の手段
による通信環境の整備の検討が必要となっている。

【活動指標】
①　喜多方産米のプロモーション　　　４回
②　そばの郷喜多方のプロモーション　３回

【平成30ফ২の取組】（予算額：722収円）
　平成29ফ২にষった事業のৄ直し、ブラッシュアッ
プをしつつ、新たに連携可能となった他市関係団体
(飲食店含む)との繋がりを活かし、各関係団体との
࿽ഡな調査、打合せをষい、ಌなる事業の展開を
し、喜多方産米及びそばの郷喜多方としてのブランド
認知拡大を図る。

【活動指標】
①　たかさと棚田ウォークの実施
　　・たかさと棚田ウォーク春（参加者数：100人）
　　・たかさと棚田ウォーク夏（参加者数：100人）
　　・たかさと棚田ウォーク秋（参加者数：125人）
　　・たかさと棚田ウォーク冬（参加者数：  50人）

②　棚田の写真コンクール及び写真展の実施

【平成30ফ২の取組】（予算額：639収円）
　交及人口の拡大による中山間地域の活性化を図
るため、四季を通じてফ４回たかさと棚田ウォークを
開催する。併せて、棚田の写真コンクール及び写真
展を開催し、棚田のあるまちとして観光誘客を図る。

【実績値等】
①　たかさと棚田ウォークの実施
　・たかさと棚田ウォーク春　5月28日（参加者：152人）
　・たかさと棚田ウォーク夏　7月23日（参加者：  96人）
　・たかさと棚田ウォーク秋　9月24日（参加者：122人）
　・たかさと棚田ウォーク冬　2月25日（参加者：  17人）

②　棚田の写真コンクール及び写真展の実施
　　　応募点数　　　22点

【平成31ফ২実施に向けた検討】
　地元厦叉と連携を図りながら事業を実施するととも
に、自主財源等による活動を推進する。

高郷総合支所
産業課

⑴　計画以上に進んでいる
⑵　　　計画より遅れている

事業内容をৄઉ
して継続実施

⑴　60.7%
⑵　進捗なし

⑴　60.7%
⑵　進捗なし

⑴　2－②
⑵　2ー⑧

⑴　計画以上に進んでいる
⑵　　　計画より遅れている

事業内容をৄઉ
して継続実施

平成28ফ২
~

平成31ফ২
（予定）

22
「棚田といえ
ば高郷」まち
おこし事業

　交及人口の拡大による中山間地
域の活性化を図るため、高郷町に
おいて四季折々に棚田ウォークを開
催し、「棚田のまち」としてのྟৡを
広くＰＲするとともに、棚田の写真
コンクール及び写真展を開催し、地
域資源として確য়を図る。

808,000 724,191 計画どおり進ん
でいる

　このウォークは、高郷町の地域資源
である棚田を、県内外の多くの方々
に、ウォーキングイベントを通じて広く
ＰＲすると共に、交及人口の拡大と
地域の活性化を図る目的で開催され
ており、イベントへの参加者は当初の
ৄ込みを上回る390名の参加があり
ফ々増加傾向にあり一定の成果が
図られた。
　課題として、地元厦叉の高齢化や
イベントへの৶解者及び協ৡ者の減
少にൣい৶解が得にくい。

【実績値等】
①　喜多方産米のプロモーション(東京都東大和市)
(1)喜多方産米を使用する店舗（ビッグボックス東大和）に
て、喜多方産米のＰＲ及び喜多方産農産物(アスパラガス)の
試食・ＰＲを実施した。また、うまかんべ岱ع祭にてアスパラガス
厄৶の販売をষった。
(2)東京ユニオンガーデン夏祭りに合せて、喜多方の観光物産
ＰＲ及び喜多方産米の試食(おにぎり)を実施した。（参加
者数：約1,200名）
(3)東やまと産業まつりにて喜多方産米の安全・安心・美味し
さをＰＲしながら販売、山都そばの提供・販売をষった。（参
加者数：約43,000名）
(4)東大和市ড়に対して山都そばと喜多方産米の試食会及
び喜多方の観光物産ＰＲ・お酒の試飲を実施した。(参加者
数：約250名)
②　そばの郷喜多方のプロモーション(宮城県仙台市・東京都
東大和市)
(1)仙台市内トラベル・エージェント、記者クラブ加盟の報道機
関、みやぎ会津会及びホテル関係者に対して山都そばの試食
会、そば打ちの実演を実施した。（参加者数：約80名）
(2)１の(3)に同じ。
(3)１の(4)に同じ。

21

喜多方産米
及びそばの郷
喜多方プロ
モーション事
業

　喜多方産米など本市特産品の
消費拡大及び「そばの郷喜多方」と
してのブランド認知拡大を図るた
め、友好都市である東京都東大和
市や、大手私鉄グループ、広告代
৶店といったড়間事業者と連携し、
首都圏などにおいてプロモーション活
動を実施する。

956,000 950,514 計画どおり進ん
でいる

　東大和市での事業の実施にあたっ
ては、本市農協、酒蔵、東大和市役
所、BIGBOX東大和、東京ユニオン
ガーデン等と連携し、４万人規模の
産業まつりなどの各種イベントで喜多
方産米、農産物(アスパラガス)、そ
ば、お酒のＰＲを実施するなど効果
的に事業を実施し、本市観光客入
込、宿泊の面で大きな効果を得られ
たものと考えられる。
　また、仙台国際ホテル、㈱電通東
日本と連携し、仙台市内トラベル・
エージェント、記者クラブ加盟の報道
機関、みやぎ会津会に対してそばの
試食会、そば打ちの実演、お酒の試
飲をষうなど、そばの郷喜多方の認
知拡大と中শ期的なブランディングを
図ることができた。
　なお、平成29ফ২においては、プロ
モーションによる喜多方産米の販売
実績（直販、予約を含む）は約
500㎏である。（プロモーション活動、
８、11月の２回の実績）
上記販売以外にも平成27ফ২پ　
からBIGBOXとＪＡが喜多方産米の
販売契約を締結し、200kg/月を販
売している。
　本事業の目的である喜多方産米な
どの消費拡大、そばの郷喜多方として
の認知拡大を図るための、より効厾の
拖い事業の検討が課題。

観光交及課

山都総合支所
産業課

⑴　2－②
⑵　2ー⑧

20
海外誘客促
進環境整備
事業

　卐ফ、訪日外国人観光客が増
加しており、本市においても受け入
れ体制の整備を進め、外国人旅ষ
者の消費需要を呼び込むため、先
ষして実施しているグリーン・ツーリ
ズム外国人旅ষ者受入体制整備
事業を拡充し、市内全域にWi-Fi
スポットを整備するとともに、外国人
等と連携したＳＮＳ等による本市
観光情報の発信等訪日意欲の高
い外国人への誘客活動をষう。

1,297,000 618,133 計画より遅れて
いる

　市内公共施設へのwifi設置につい
て、平成29ফ২で事業を厖വし、
ＳＮＳによる情報発信についても想
定していた効果が得られなかったことか
ら平成29ফ২で厖വ。
　市内ড়間施設へのwifi設置に係る
補助についてのみ継続する。

２－⑩ 進捗なし

平成28ফ২
~

平成31ফ২
（予定）【平成31ফ২実施に向けた検討】

　喜多方産米やそばのみならず、本市特産品の消
費拡大にも目を向け、プロモーション活動を実施す
る。ড়間事業者等の協ৡ可能事業者を増やし、よ
り効果的に事業を進められるようにする。

計画より遅れている 事業内容をৄઉ
して継続実施

平成28ফ২
~

平成31ফ২
（予定）

7



資料1

平成29ফ২総合勛റ事業　効果検証シート

【上段】　平成29 活動指標

【下段】　平成29 実績値等
担当課№ 事業名 目的・手段 予算額

（円）
実績額
（円）

਴成29ফ২
事業評価

実績値と達成২に対する評価
事業全体を通した課題　等 No.

PLAN（計画）・ＤＯ（実施） ＣHＥＣＫ（評価） ＡＣＴＩＯＮ（改善）平成29ফ২取組実績（౐ফ২） 総合勛റ.PIの進⎃状況（پ資厄２より掽ხ）

進捗状況

第２回地域創生推進市ড়会議

今後の方向性
（個別事業） 取組状況及び今後の方針 事業期間

（アクションプラン）

【活動指標】
・空家等対策協議会の設置・開催
・空家等対策計画の策定
・空き家等の適正管৶等の助言・指導等
・ഠᄺ捦叁空き家ඏ掇解体への支援　5件
・空き家再生事業（匏活用・揄ే各1件）

【平成30ফ২の取組】（予算額：11,662収円）
　これまでの取り組みのほか、空家情報提供の拡
充、特定空家等に対する勧告の検討を進める。
　また、新たな補助制২を設け、さらに、所有者が勘
明の空き家に対し、相続人調査業務をষい、適正
な空き家管৶のための対策事業を拡充していく。
　今後も適正な空き家管৶について、所有者に対し
管৶掅任の匤大性や捦叁性の啓発などの情報提
供に努めていく。

【実績値等】
・広報、+Ｐ等で空家等の適正管৶の拿明をষい、周知が図
られた。
・所有者等に対して空家等の適正管৶のช正文危等（30
件）や助言指導(10件）をষい、78件の相談が寄せられ、
周知効果がৄられた。
・ഠᄺ捦叁空き家等に対する助言・指導をষうとともに、当該
空き家に対するඏ掇解体の支援(２件）をষった。

【平成31ফ২実施に向けた検討】
　空家等の改修補助の拡充の検討、特定空家等に
対する代෋ষに係る予算の計上を検討、国の各種
支援制২活用の发ຎ検討をষう。
　目標を達成するため、勘明所有者の特定を進める
とともに空家対策事業の補助制২等の啓発をষ
い、補助制২等の活用により適正な空き家管৶に
努めるよう、所有者へྖ時情報提供をষっていく。

【活動指標】
・講演会・トークイベント　　１回開催
　（参加者：児童･生徒747人）

【平成30ফ২の取組】（予算額：1,440収円）
　平成29ফ২に引き続き事業を実施する。

【実績値等】
・講演会・トークイベント
　-日　時：11月８日
　　（参加者：児童・生徒747人）
　-ところ：喜多方プラザ文化センター　大ホール
　-講　師：唐橋ユミ氏
　　（フリーアナウンサー　喜多方市出身）

【平成31ফ২実施に向けた検討】
・地元にゆかりのある講師選定
・事業内容の企画য়案

【活動指標】
①　拊者参加者数　　131人
②　参加者が主体的に企画・実施する講座開催数　９回

【平成30ফ২の取組】（予算額：472収円）
　ＳＮＳを活用した情報発信に加え、参加者自身
が職場や知人に対してＰＲ活動をষうことで、参加
者の増加を図り、事業効果が高まるよう取り組む。
　また、講座ごとに事業内容を検証し、より多くの拊
者が参加し交及できるよう参加者自ら検討すること
で、さらなる自己啓発を図る。

【実績値等】
①　拊者参加者数　142人
②　講座等開催数　　12回
　・初回ミーティングの開催（平成29ফ８月７日）
　→ 参加者がワークショップ形式により実施する内容を決定。
　・リー崨ーミーティングの開催（平成29ফ８月ع平成30ফ
２月　４回）
　→ 初回ミーティングで決定された内容の具体案を決定。
　・各種講座の開催（平成29ফ８月ع平成30ফ２月　６
回）
　→ カメラ講座、イルカと็ぐ、野外調৶、動画講座2回、ᄓ
芸講座
　・参加者交及ワールドカフェの開催（平成30ফ３月２日）
　→ 参加者の交及や意ৄ発勖をワールドカフェ形式で実施。

【平成31ফ২実施に向けた検討】
　事業厖വ予定ফ২であるため、現在の方法を౷
まえつつ、事業厖വ後も継続して同世代交及や自
己啓発が図られるよう内容を検討する。

　フェイスブックなどのＳＮＳを活用し
たことで、事業対象である拊者世代
に効果的に情報発信することができ
た。
　また、事業の最後に「参加者交及
ワールドカフェ」を開催し、拊者世代の
さらなる交及を図り、事業に対する意
ৄ交ఌをষった。
　事業厖വ後にষったアンケートで
は、約98％の参加者が「生活が楽し
くなった」、「世界観が広がった」などと
感じていることから、自己啓発が図ら
れたと評価している。
　事業に対する参加者の評価は高い
ため、今後もＳＮＳでのＰＲに加
え、様々な手法でより多くの拊者に参
加いただけるよう工夫していく。

計画どおり進ん
でいる

　事業実施後にアンケート調査を実
施し、大多数の参加者が「大変よ
かった」「よかった」との高い評価を得
た。

24

喜多方っ子の
「夢」実現事
業
（新規）

　喜多方に生まれ育った子どもたち
へ、各界の第一線で活躍する「本
物」に触れる機会を与え、自分の
将来のตを実現するためのৡを育
成するため、各界の第一線で活躍
する「本物」を招聘し、講演会・トー
クイベントを開催する。

2,900,000 1,566,344

生涯学習課25

拊者の拊者
による拊者の
ための自分磨
き事業

　地域の将来を担う拊い世代の自
覚や地域への愛着を醸成するととも
に、同世代の交及を促進するため、
市内外の拊者が主体的に企画・実
施する、自己啓発や地域活性化
のための取組みを支援する。

515,000 323,368 計画どおり進ん
でいる ５

⑴　５－①
⑵　５－②
⑶　５－⑤
⑷　５－⑥

建築住挭課68.3%

⑴　達成
⑵　達成

⑶　進捗なし
⑷　6.9%

－－－－ －－－－
現在の内容どお
り継続実施

平成28ফ২
~

平成31ফ২
（予定）

現在の内容どお
り継続実施

平成29ফ২
（予定）

~
平成31ফ২
（予定）

学校教育課

⑴　計画どおり進んでいる
⑵　計画どおり進んでいる
⑶　　計画より遅れている
⑷　　計画より遅れている

・広報等による周知や管৶勘全な空
き家に対する助言指導により適正管
৶が促進され、生活環境の保全に結
びついた。
・ഠᄺ化が෩しい空き家の解体ඏ掇
にかかる費用を支援することにより解
体が促進され、生活環境の保全につ
ながった。

(課題）
・空家等の発生抑制に向け各種団
体との連携の強化
・空き家情報提供の拡充
・空家等の改修補助等の支援策の
拡充

４－⑥ 計画以上に進んでいる 現在の内容どお
り継続実施

平成28ফ২
~

平成31ফ২
（予定）

23 空き家対策
事業

  安全安心な生活環境の保全を
図るため、管৶勘全な空家等及び
ഠᄺ捦叁空家等のచ減をする。

7,360,000 1,247,920 計画どおり進ん
でいる

8



資料1

平成29ফ২総合勛റ事業　効果検証シート

【上段】　平成29 活動指標

【下段】　平成29 実績値等

【活動指標】
・喜多方市少子化対策（結婚支援）交及༦話会の設置及
びイベント開催等
・婚活イベント　２回　参加者60人
・婚活セミナー　２回　参加者60人
・世話やき人登録者　　10人

【平成30ফ২の取組】（予算額：2,802収円）
　・婚活イベントの開催
　・世話焼き人会の開催

【実績値等】
・喜多方市少子化対策（結婚支援）交及༦話会を設置
（会議開催：平成29ফ７月、８月、平成30ফ３月）
・婚活イベント
　-６月17日 太田コミセン夏のつどい　参加者24人
　-10月21日 LOVE喜多方2017カップリングin喜多方　参
加者52人
　-２月10日　音蔵　楽気 -Tanoshige　Night-　参加者
14人
・交及イベント
　-11月23日 出会い♡コン　ｂｙきたかた　参加者28人
　-11月５日  男性セミナー　参加者5人
・結婚支援セミナー
　-２月５日 親御さんのための婚活セミナー参加者22人
・世話やき人　登録者７人

【平成31ফ২実施に向けた検討】
　結婚を希望するより多くの方が参加できるよう、婚
活イベントの実施時期、場所及び内容等について検
討をষう。

【活動指標】
・子ども・子育て総合相談窓口の設置
・育児手帳の配布　400部

【平成30ফ২の取組】（予算額：2,833収円）
　・子ども・子育て総合相談窓口の設置
　・育児手帳の配付

【実績値等】
・子ども・子育て総合相談窓口
　-事業周知　市広報、市ＨＰ、チラシ配布　等
　-事業期間　平成29ফ4月1日ع平成30ফ3月31日
　-相談者人数　32人
・育児手帳の配付
　-配付部数　400部
　-配付場所　こども課、保健課、各総合支所住ড়課窓口に
設置

【平成31ফ২実施に向けた検討】
　引き続き子ども・子育て総合相談窓口を設置する
とともに、妊娠期から育児期に必要な情報を掲載し
た育児手帳を配付し、安心して子育てのできる環境
づくりを推進していく。

【活動指標】
ファミリーサポートセンター匏用者への支援件数　360件
（未就学児童に対する匏用厄の一部を助成پ）

【平成30ফ২の取組】（予算額：432収円）
　ファミリーサポートセンター匏用厄সの一部助成を
ষう。

【実績値等】
・事業周知　平成28ফ７月ع（市広報、市ＨＰ、チラシ配
布　等）
・事業期間　平成29ফ４月１日ع平成30ফ３月31日
・助成実績
　-申請者数　52人
  -匏用件数　70件
　-実績額　180,050円

【平成31ফ২実施に向けた検討】
　引き続き、ファミリーサポートセンター匏用厄সの一
部を助成し、子育て世代の負担を軽減する。

計画どおり進んでいる 現在の内容どお
り継続実施

平成28ফ২
~

平成31ফ২
（予定）

49.3% こども課

平成28ফ২
~

平成31ফ২
（予定）

こども課

28

ファミリーサ
ポートセン
ターਹ用者捉
成事業

　子育て世代の負担を軽減し、安心
して子育てのできる環境づくりを推進
するため、ファミリーサポートセンターの
依頼会員（子どもを預けたい人）が
支払う匏用厄সの一部を支援する。

432,000 180,050 計画より遅れて
いる

　ৄ込みよりも少なかったがဉ々に周
知され、増加傾向にある。 ３－⑦

　子ども・子育て総合相談窓口を設
置することにより、出産・子育てに対す
る勘安解消や父親・家族などの積極
的な育児参加意掟の醸成が図られ
た。
　また、育児手帳を配布することによ
り、安心して子育てができる環境づくり
に努めた。

⑴　３－①
⑵　３－②

⑴　  計画どおり進んでいる
⑵　計画以上に進んでいる

現在の内容どお
り継続実施27 子ども総合相

談事業

　親となる方々に寄り添い、安心して
子育てのできる環境づくりを推進する
ため、妊娠時期から出産、子育て期
間における様々な相談に対応する
「子ども・子育て総合相談窓口」を設
置し、関係機関等と連携した継続的
な支援や必要なコーディネートをষ
う。
　また、父親の積極的な育児参加を
促すため、父子手帳を配付する。

2,867,000 1,884,315 計画どおり進ん
でいる

⑴ 実績値なし
⑵　 383.3%

⑴　  計画どおり進んでいる
⑵　計画以上に進んでいる

現在の内容どお
り継続実施

平成28ফ২
~

平成31ফ২
（予定）

こども課26
喜多方市少
子化対策結
婚支援事業

　人口減少・少子化にຓ厙めをかけ
る具体的な施策を実施するため、喜
多方市少子化対策（結婚支援）
交及༦話会を設置し、拊い世代の
結婚・妊娠・出産・子育てがしやすい
環境の整備等について様々な業種
間で意ৄを交わし、市全体としての
課題を認掟・共有するとともに、婚活
イベントなど男匩の出会いの場の創
出や、結婚希望者に対する支援をষ
う「世話やき人」の組織化を図る。

2,610,000 2,403,046 計画どおり進ん
でいる

　婚活イベント等を実施し、結婚を希
望する多くの方の出会いの場を創出
することができた。
　世話やき人の登録者を増やすことが
必要である。

⑴　３－①
⑵　３－②

⑴ 実績値なし
⑵　 383.3%

担当課№ 事業名 目的・手段 予算額
（円）

実績額
（円）

਴成29ফ২
事業評価

実績値と達成২に対する評価
事業全体を通した課題　等 No.

PLAN（計画）・ＤＯ（実施） ＣHＥＣＫ（評価） ＡＣＴＩＯＮ（改善）平成29ফ২取組実績（౐ফ২） 総合勛റ.PIの進⎃状況（پ資厄２より掽ხ）

進捗状況

第３回地域創生推進市ড়会議

今後の方向性
（個別事業） 取組状況及び今後の方針 事業期間

（アクションプラン）
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資料1

平成29ফ২総合勛റ事業　効果検証シート

【上段】　平成29 活動指標

【下段】　平成29 実績値等
担当課№ 事業名 目的・手段 予算額

（円）
実績額
（円）

਴成29ফ২
事業評価

実績値と達成২に対する評価
事業全体を通した課題　等 No.

PLAN（計画）・ＤＯ（実施） ＣHＥＣＫ（評価） ＡＣＴＩＯＮ（改善）平成29ফ২取組実績（౐ফ২） 総合勛റ.PIの進⎃状況（پ資厄２より掽ხ）

進捗状況

第３回地域創生推進市ড়会議

今後の方向性
（個別事業） 取組状況及び今後の方針 事業期間

（アクションプラン）

【活動指標】
多子世帯保育厄軽減支援件数　75件

【平成30ফ২の取組】（予算額：5,261収円）
　安心して子育てのできる環境づくりの一環として、
多子世帯の経済的負担の軽減を図るため引き続き
実施する。

【実績値等】
・事業周知　平成28ফ７月ع（市広報、市ＨＰ、チラシ配
布　等）
・事業期間　平成29ফ４月１日ع平成30ফ３月31日
・多子世帯保育厄補助স交付実績　対象児童　　59人

【平成31ফ২実施に向けた検討】
　事業を引き続き実施するとともに、今後の幼児教
育叄償化を౷まえ制২のৄ直しをষう。

【活動指標】
掤職者への支援件数　45件

【平成30ফ২の取組】（予算額：360収円）
　出産・育児のための掤職者支援の助成をষう。

【実績値等】
・事業周知　平成28ফ７月ع（市広報、市ＨＰ、チラシ配
布　等）
・事業期間　平成29ফ４月１日ع平成30ফ３月31日
・助成実績　１人

【平成31ফ২実施に向けた検討】
　引き続き、出産及び育児のために掤職せざるを得
なくなった低所得世帯に対し、一時সを支給する。

【活動指標】
・市内の保育施設保育士等の処遇改善し、雇用の安定を図
る
・就業တཫসを交付し、保育の確保に努める

【平成30ফ২の取組】（予算額：13,890収円）
　・私য়保育施設保育士等の処遇改善事業補助
স

【実績値等】
・市内の全ての保育施設へ交付（12,330,000円）
・就業တཫস対象者17名へ交付（750,000円）

【平成31ফ২実施に向けた検討】
　待機児童の解消を図るため、保育士の人材確保
対策として実施する。

【活動指標】
・医探介護連携の課題抽出と対応策の検討
・医探介護関係者の研修の実施

【平成30ফ২の取組】（予算額：1,155収円）
事業を継続し、幅広く参加者を募る。
　・医探介護連携会議の開催
　・医探介護連携研修会の開催

【実績値等】
・医探介護連携意ৄ交ఌ会３回（医師会、ຓఐ医師会、
薬剤師会）
・第1回医探介護連携研修会　123名
・第2回医探介護連携研修会　116名

【平成31ফ২実施に向けた検討】
・医探介護連携会議の組織のয়ち上げ
・医探、介護事業者の幅広い参加の呼びかけ

【活動指標】
・介護職員初任者研修受講者数 40名
・職場体験実施
・就労定着化事業支援者数　　　 30名

【平成30ফ২の取組】（予算額：9,154収円）
・介護職員初任者研修の実施
・介護の職場体験事業
・キャリアアップ研修への支援
・雇用者向けの講演会の開催
・介護職員就労တཫস交付事業の実施

【実績値等】
・介護職員初任者研修　　　　24名受講
・職場体験事業　体験者　　　 ２名
・就労定着化事業　　　　　　　15名補助

【平成31ফ২実施に向けた検討】
　事業効果を検証し、介護職員就労定着化へ向け
たಌなる取組みについて検討する。

高齢福祉課

平成29ফ২
~

平成31ফ২
（予定）

こども課
　概峗ৄ込通りの申請状況で、各施
設からも好評を得ており、効果も期待
できる。

３－⑥

平成28ফ২
~

平成31ফ২
（予定）

高齢福祉課

　達成২については、県事業への申
込もあることから低い結果となった。市
内事業所の多くは慢性的な介護職
勘拒が続いており、介護職への就労・
定着化を高めることが課題となってい
る。

５－③ 計画より遅れている 現在の内容どお
り継続実施

計画以上に進んでいる 現在の内容どお
り継続実施

33

介護職員養
成・就労定着
化事業（介
護パワーアッ
プ事業）

　介護職員の確保やスキルアップを図
るため、就職前における介護職員養
成講座や体験研修を実施するほか、
就職後における介護職員初任者研
修、実務者研修などキャリアアップや
処遇改善につながる取組みにかかる
経費を支援する。

9,154,000 4,023,547 計画より遅れて
いる

計画より遅れている 事業内容を拡充
して継続実施

平成29ফ২
~

平成31ফ২
（予定）

32

多職種連携
による課題解
決に向けた推
進体制の検
討・構築
（新規）

　地域の実情を把握し、高齢者の課
題を解決するため、医探・介護連携
の課題抽出と対応策の検討、医探・
介護関係者の研修をষうことにより、
多職種が連携した体制構築やそれを
支える機関の強化、生活支援サービ
スの充実を図る。

1,324,000 56,710 計画どおり進ん
でいる

　医探と介護の関係者を一ൡに会す
る研修会を開催することができた。今
後、事業の継続と幅広く参加者を
募っていきたい。

４－⑪ 進捗なし

進捗なし

31

捔য়保育施
設保育士等
処遇改善事
業
（新規）

　待機児童の解消を図るため、保育
士の人材確保対策を推進し、保育
士等の処遇改善に取り組む市内の
認可保育所等（施設型給付又は
地域型保育給付を受ける事業所）
に対し補助সを交付する。

13,470,000 13,080,000 計画どおり進ん
でいる

計画どおり進んでいる 現在の内容どお
り継続実施実績値なし

85.3%

平成28ফ২
~

平成31ফ২
（予定）

こども課

平成28ফ২
~

平成31ফ২
（予定）

こども課

30

出産・育児の
ための掤職者
への支援事
業

　子育て世代の負担を軽減し、安心
して子育てのできる環境づくりを推進
するため、出産及び育児のために掤
職せざるを得なくなった低所得世帯に
対し、一時সを支給する。

2,340,000 150,000 計画より遅れて
いる

　条件はかなり低い設定になっている
が、合致する対象者がৄ込よりも少
なかった。

３－①

　ৄ込件数とのᕇ掤については、匏
用者負担額０円の世帯があることに
よるものであるが、制২自体は周知さ
れ、多子世帯の負担軽減に効果が
出ている。

３－① 計画どおり進んでいる 現在の内容どお
り継続実施29

多子世帯保
育મೄ੖事
業

　子育て世代の負担を軽減し、安心
して子育てのできる環境づくりを推進
するため、現在県が実施している多
子世帯保育厄軽減事業の対象世
帯に対し、本市独自に上乗せ補助を
ষう。

4,584,000 4,575,714 計画どおり進ん
でいる 実績値なし
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資料1

平成29ফ২総合勛റ事業　効果検証シート

【上段】　平成29 活動指標

【下段】　平成29 実績値等
担当課№ 事業名 目的・手段 予算額

（円）
実績額
（円）

਴成29ফ২
事業評価

実績値と達成২に対する評価
事業全体を通した課題　等 No.

PLAN（計画）・ＤＯ（実施） ＣHＥＣＫ（評価） ＡＣＴＩＯＮ（改善）平成29ফ২取組実績（౐ফ২） 総合勛റ.PIの進⎃状況（پ資厄２より掽ხ）

進捗状況

第３回地域創生推進市ড়会議

今後の方向性
（個別事業） 取組状況及び今後の方針 事業期間

（アクションプラン）

【活動指標】
看護職就学支援給付সによる支援　10名

【平成30ফ২の取組】（予算額：2,200収円）
・平成30ফ২入学の就学支援対象者、及び平成
30ফ২に就労支援対象者となる方へ給付সを支
給
・平成31ফ২入学者、就労支援給付স対象者へ
向けた事業周知

【実績値等】
・事業周知　市広報、市ＨＰ、看護学校募厦要ඨ等を匏用
した周知を実施
・看護職就学・就労支援事業給付স交付件数
　　就学支援給付স　８人（平成29ফ২入学者）

【平成31ফ২実施に向けた検討】
　事業の実績等を分析し、補助対象要件等を検証
する。

【活動指標】
ಏ෫研修医の受入人数　１人

【平成30ফ২の取組】（予算額：135収円）
・福勹県য়医ఐ大学からಏ෫研修医の受け入れ。
・平成30ফ২から医師が１名増員となるが、引き続
き福勹県য়医ఐ大学へ配置医師の増員を要望す
る。

【実績値等】
福勹県য়医ఐ大学からのಏ෫研修希望がなく実績なし

【平成31ফ২実施に向けた検討】
・継続してಏ෫研修医を受け入れるとともに、配置
医師の増員を要望していく。

保健課

　ള数ある研修医探機関から研修
先を選択するため希望者がいなかっ
た。目標とする医師数には達していな
いが、県য়医ఐ大学の医師配置計
画により配置されるため、引き続き医
師の増員を要望していく。

３－⑧ 計画より遅れている 現在の内容どお
り継続実施

保健課

35

喜多方市地
域・家庭医探
センター家庭
医養成機能
強化事業

　喜多方市地域・家庭医探センター
「ほっと☆きらり」の家庭医育成拠点と
しての機能を高め、研修医の勘安を
解消して研修に専挡できる環境を整
備し、地域包括ケアシステムの構築に
必要勘可ಳな家庭医の育成・確保
を促進するとともに、地域への定着を
図る。

135,000 0 計画より遅れて
いる

計画より遅れている 現在の内容どお
り継続実施

平成28ফ২
~

平成31ফ২
（予定）

34
看護職就学・
就労支援事
業

　本市の将来を担う看護人材の育成
と地元定着化のさらなる促進を図る
ため、喜多方准看護高等専修学校
の生徒を対象に、就学時及び卒業
後一定期間の市内就労時に支援স
を支給する。

1,000,000 800,000 計画どおり進ん
でいる

　市内医探機関への就職厾は目標
に達していないが、就職者数は増加
してきており、喜多方医師会と連携し
引き続き事業周知をষい市内医探
機関等への就職者の増加に努める。

２－⑤ 進捗なし

進捗なし

平成28ফ২
~

平成31ফ২
（予定）
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